
ねんきんだより

令和 7 年度の年金額について

年金支払通知書の送付について

再就職した場合の年金受給について

（この「ねんきんだより」は一年間保存していただくと便利です。）

● E メールアドレス　　　 
● 年金課コールセンター　 0570–03–4165 　【ナビダイヤル】平日 8 時 30 分から 17 時 30 分まで

東京都職員共済組合

令和７年６月号

No. 142

主な項目主な項目

年金課問い合わせ先
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令和7年度の年金額について

令和7年度の年金額は

年金課

前年度比

1.9%の引き上げとなります。

　年金額は、物価変動率と名目手取り賃金変動率がともにプラスで、物価変動率が名目手
取り賃金変動率を上回る場合には、名目手取り賃金変動率を用いて改定することとされて
います。
　このため、令和７年度の年金額は、名目手取り賃金変動率（２．３％）を用いて改定され
ます。
　また、令和７年度改定では、マクロ経済スライドによる調整（▲０．４）が行われるため、
年金額の改定率は、１．９％となります。

■「マクロ経済スライド」による年金額の調整
　「マクロ経済スライド」とは、公的年金被保険者の変動と平均余命の伸びに基づいてス
ライド調整率を設定し、その分を賃金と物価がプラスとなる場合に改定率から控除する仕
組みです。
　令和７年度改定では、賃金と物価がプラスであることからスライド調整が行われます。

■令和７年度改定率の算出方法
　●物価変動率　　　　　　　　　　　　　　	 　２．７％・・・①
　●名目手取り賃金変動率　　　　　　　　　	 　２．３％・・・②
　●マクロ経済スライドによるスライド調整率	 ▲０．４％・・・③

　［１］物価変動率（①）＞名目手取り賃金変動率（②）　⇒２．３％（②）を用いて改定
　［２］令和７年度改定率　＝　２．３％（②）―０．４％（③）＝１．９％

※　加入期間や生年月日等の関係で改定率の引上げ幅は、上記割合を前後する場合があります。

　上記年金額の改定による変更後の年金額等については、６月にお送りする「年金額・支給
額変更通知書」をご確認ください。

※�　上記の物価や賃金の変動を元に行う改定があった場合、「年金額・支給額変更通知書」の変更事由欄に
は「給料再評価」と表示されています。

　６月１３日（金）に振り込まれる年金（４月分・５月分）から、改定された金額と
なります。

年金額・支給額変更通知書の送付について

年金額の改定ルール
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年金支払通知書は、
年1回6月に送付します

年金課
年金給付担当

　「年金支払通知書」は、年金受給者の方に対して令和７年６月支給期以降の年金支払額
等をお知らせするものです。原則として年１回６月のみお送りしています。
　支払額が変更になった場合や、振込先に変更があった場合は、その都度お送りします。

（Ⅰ）〜（Ⅲ）には、次の年金の振込先と支払金額が記載されています。

（Ⅰ）
・退職・障害・遺族共済年金や退職年金
・老齢厚生年金、障害厚生年金、遺族厚生年金（ただし、共済組合からお支払する厚生年金です。）

（Ⅱ）
・退職共済年金（経過的職域）、障害共済年金（経過的職域）、
　遺族共済年金（経過的職域）

（Ⅲ） ・退職給付の退職年金、公務障害年金、公務遺族年金

　（Ⅰ）～（Ⅲ）の複数に差引支払額があり、振込先口座が同一の場合、その合計額で入金
され、通帳にも合計額で表記されます。

　控除額には、所得税及び個人住民税（特別徴収の方のみ※）等がある場合に記載されます。

※�　年⾦から個⼈住⺠税が特別徴収されている⽅は、年⾦⽀払時に個⼈住⺠税と合わせて森林環境税も特別
徴収されています。

※�　年金支払通知書の見方については、共済組合ホームページをご覧ください。

　厚生年金・共済年金　　　　　　　　支払明細　　(円) 　共済年金(経過的職域)　　支払明細　　(円) 　年金払い退職等給付　　　支払明細　　(円)

④

1 . 金融機関の変更、電話番号の変更及び受給権者の死亡等が
生じたときは、すみやかにご連絡下さい。

2 . ご連絡又はお問い合わせは、表面の所までお願いします。
その際には、年金証書記号番号を必ずお知らせ下さい。

3 . ④の差引支払額が複数ある場合はその合計が支払額になり
ます。

本通知書は、年１回（６月）と支払額や振込先に変更があった

　 ときに送付されます。（５円未満を除く）

　
年金証書記号番号 　　　

①

②

③

　　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

当 期 支 給 額

支 給 差 額

差 引 支 給 額 A

支

給

額

当 期 支 給 額

支 給 差 額

一 時 金 返 還 額

差 引 支 給 額 A

支 給 差 額

一 時 金 返 還 額

差 引 支 給 額 A

当 期 支 給 額

ＣＣＣ

計 Ｂ

)Ｃ＋Ｂ－Ａ(額払支引差)Ｃ＋Ｂ－Ａ(額払支引差差 引 支 払 額 ( Ａ － Ｂ ＋ Ｃ )

⑤

備

考

控

除

額

先込振先込振先込振

Ｂ計Ｂ計

（イメージ）

（Ⅱ） （Ⅲ）（Ⅰ）

(２、４月は５円以下を除く）(２、４月は５円以下を除く）

年金支払通知書
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再就職した場合の年金受給
について

年金課
年金給付担当

★� 再就職先が以下に該当する場合や国会・地方議会議員になられた場合は、共済組合へ速
やかにご連絡ください。連絡が遅れたことで年金が過払いになった際には、返還義務が生
じますのでご注意ください。

１ 退職後に公務員等（他の共済組合に加入）として再就職した場合
　退職後に公務員等に再就職した（他の共済組合に加入）方は、東京都職員共済組合の年金
は再就職年月の翌月から失権し、以後、再就職先の共済組合の年金受給者となります。

２ 退職後に公務員等（東京都職員共済組合に加入）として再就職した場合
　東京都職員共済組合の年金受給者（遺族厚生（共済）年金は除く。）であり、①再任用フル
タイム、②短時間勤務からフルタイム勤務に変更、③特別職（首長・副区長・行政委員会の長等）
に任用された場合、「年金受給権者再就職届（公務員用）」をすみやかに提出してください。
　上記、内容に該当する方は、老齢厚生年金及び退職共済年金（遺族厚生（共済）年金は除く。）
については、在職停止及び所得停止要件に該当します。
　退職共済年金（経過的職域）・退職共済年金（職域部分）・障害共済年金（経過的職域）及
び退職等年金給付については、再就職年月日の翌月から全額停止となります。

　民間企業や再任用短時間職員に再就職した場合は連絡不要です。

　再就職（厚生年金に加入）をした月の翌月分から、受給されている年金と支給される賃金
等の金額により、年金の一部または全額が支給停止される「在職老齢年金」の支給となりま
す（退職して１か月以内に再就職し厚生年金に加入した場合は、再就職した月から計算します）。

1 再就職した場合

2　再就職した場合の年金受給

在職老齢年金（月額） 基本月額＝ ー 支給停止月額

※�支給停止月額が基本月額を超えたときは、加給年金額も全額支給停止となります。
※�長期在職者特例や障害者特例の適用の方が厚生年金に加入した場合、定額部分は支給停
止となるので、基本月額から除かれます。
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基 本 月 額

標準報酬月額

標準賞与額

　一般厚年や私学厚年の加入者で年金の一部または全額支給停止を受けていた方が再退職
した場合、退職した月の翌月分から支給停止が解除されます。
　なお、日本年金機構等から提供される情報により支給停止の解除を行うため、実際の解
除は遅れることがありますが、支給年金は遡って精算されます。
　公務員を再退職した場合は、再就職期間（公務員期間）を合算のうえ、新たな年金額が決
定されます。
　国会議員・地方議会議員を辞められた場合、辞めた月の翌月分から支給停止が解除され
ます。解除を行うためには、届出が必要ですので、ご連絡をお願いします。

　令和７年４月より支給停止基準額が５１万円に変更されました。

3　再退職した場合

各月ごとの支給停止額の計算方法

【用語の説明】

・退職共済年金額(年額)
・老齢厚生年金額(年額)

再就職先での、報酬（基本給に通勤手当等の各種手当を加えたもの）の
月額に応じて定める厚生年金等の保険料を算定するための基礎となる額

支給停止の対象となる月以前１年間の期末勤勉手当等総額

・職域年金相当部分
・加給年金額
・経過的加算額

から を差し引いた額
の12分の１の額

＝支給停止月額 基本月額 標準賞与額標準報酬月額 ×＋＋ ×− 51万円
（支給停止基準額）

１
12

１
2
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年度末に退職された方への
お知らせ

現況届は次に該当する方
のみにお送りしています

年金課
老齢・遺族年金担当

年金課
年金給付担当

　年度末に再任用フルタイムが任期満了になられた方に、退職改定による年金額への反映作
業を行い、「年金額・支給額変更通知書」を送付します。
  退職改定の作業終了までには、時間がかかります。「年金額・支給額変更通知書」がお手
元に届くのは、おおむね７月以降になりますのでしばらくお待ちください。

　現況届は、年１回、受給者ご本人様の生存確認及び加給年金額対象者の生計維持確認を
する大切な書類です。必ず提出してください。
　◎ 住基ネット（住民基本台帳ネットワークシステム）で生存確認ができない方
　　 ・外国に居住している方や個人番号が不明の方
　◎ 加給年金額対象者がいる方
　◎ �１８歳未満（年度末）の子または障害等級が１、２級の状態にある子がいる遺族厚生年

金（公務員厚年）・遺族共済年金受給者の方
※ 上記以外の方は、住基ネットにより確認を行っていますので、現況届を提出する必要はありません。
※ �各国の郵便事情により用紙が届かない場合は、現況届の用紙を共済組合ホームページからダウンロー
ドできますので、ご利用ください。（メニューボタンの「年金」から「海外居住者の方へ」をクリック
してください。）

▶ 共済組合ホームページのＵＲＬ（アドレス）は、以下のとおりです。

　 

日本国内に住む全ての人と世帯を対象とした、日本で最も重要な
統計調査です。ご協力をお願いします。

【問合せ】東京都国勢調査実施本部　広報渉外担当
　　　   （東京都総務局統計部人口統計課）

　　 電話：03-5320-7894
国勢調査2025キャンペーンサイト

５年に一度、全員参加の統計調査 インターネット回答
でかんたん便利に！

令和7年10月1日に国勢調査を実施します！

お問い合わせの際は「基礎年金番号」又は「年金証書記号番号」をご用意ください！
　これまで当組合では、「基礎年金番号」や「年金証書記号番号」などの受給権者を特定できる情報が分から
ないお客様には、できるだけお待たせしないよう氏名等の情報により対象者を検索し、お問い合わせに対応で
きるよう努めてまいりました。
　しかし、他共済における情報漏洩事件を受け、氏名等による検索を行うことが制限されたため、お問い合
わせを受けた際には、受給権者等の「基礎年金番号」や「年金証書記号番号」を確認させていただいております。
　なお、番号が不明な場合には回答までに多少お時間がかかりますので、あらかじめご了承願います。
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東京都職員共済組合 シティ・ホール診療所　
東京都庁第二本庁舎 17階 北側

問い合わせ先 03-5320-7358 （受付）

診 療 科：�内科・整形外科 ・ 皮膚科・眼科・ 
耳鼻咽喉科・歯科口腔外科

受付時間：午前　8:45～11:00  ／  午後　0:30～3:45
※�  重症化リスクの高い方もいらっしゃいますので、院内ではマスクの着用をお願

いいたします。
※�  発熱・風邪症状の方も受診可能です。
※�  受診される際は必ず休診予定をご確認ください（ホームページに掲載していま

す。）。

9

あ ん し ん 居 住 制 度 の ご 案 内
皆様のあんしん生活を支えます！　＜東京都にお住まいの方が対象です。（島しょは除く）＞

ご希望の方に、詳しいパンフレットをお送りします。お気軽にお電話ください。
公益財団法人　東京都防災・建築まちづくりセンター

☎　０３－５９８９－１７８４
お問合せ先

【 預り金タイプ 】　※下記料金には消費税を含みます。

※　ＡＢＣのサービスは、単独でも、組み合わせでも、ご利用できます。
※　Ｃの残存家財の片付けの預り金は、お住いの住居面積により異なります。
☆　賃貸住宅の方はＢＣセットの月払タイプ（年齢制限・告知事項等条件あり）もあります。

お住まいでの「見守り」を
実施します。１年ごとの更
新です。

利用料 　　  49,100 円/年
事務手数料　 6,600 円/年
安否の確認、緊急時に出動

預り金 　  297,000 円
事務手数料 55,000 円/5年
遺体搬送、火葬、遺骨引渡し等

預り金154,000～616,000 円
事務手数料  55,000 円/5年
家具・家電・その他物品を片付け

あらかじめ一定の費用をお預かりして、死亡時に葬儀・残存
家財の片付けのサービスを実施します。契約期間は5年間で
更新も可能です。

Ａ 見守りサービス Ｂ 葬儀の実施 Ｃ 残存家財の片付け

広　告
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広　告
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広　告



　年金課に電話をおかけになる場合、以下の時期・時間帯は、電話が大変混雑し、つながり
にくくなることがあります。下記、年金課メールアドレスを活用したお問い合わせにご協力く
ださいますようお願いいたします。
　また、メールでのお問い合わせの際には「8596」で始まる年金証書記号番号又は基礎年
金番号、氏名、連絡先電話番号の記載も合わせてお願いします。

年金課メールアドレス：

電話が混み合う時間・時期等
● 月曜日など休日明けの午前中、平日の１２時から１３時まで
● 年金支給日の前後　(偶数月の９日～１６日頃)
● 「年金支払通知書」等の通知書を発送する時期（毎年６月上旬から中旬）
● 「公的年金等の扶養親族等申告書」手続期間中（毎年10月中旬から１1月中旬）
● 「公的年金等の源泉徴収票」の発送から確定申告時期（毎年１月中旬～３月中旬）

お問い合わせの際は、年金証書記号番号又は基礎年金番号をご用意ください。
● 年金受給者が死亡したとき
● 電話番号が変わったとき
　 (�緊急時のご連絡ができず、大変ご迷惑をおかけしてしまう可能性がございます。日中、連絡の
とりやすい番号をご登録ください。)

● 外国に居住するとき・外国で転居したとき・日本に居住地を戻したとき
● 再就職したとき（公務員への再就職、国会・地方議会議員になったとき）
● 年金受給者の所在が１か月以上明らかでないとき
● 「年金加入期間確認通知書」が必要なとき
● 受取金融機関を変更したいとき
　 (�変更処理には多少の時間を要しますので、新しい口座に年金が振り込まれたことを確認するま
で、それまでの口座は解約しないようお願いします。)

● 遺族年金・通算遺族年金・遺族厚生(共済)年金を受給している方が婚姻したとき
　 (�事実上の婚姻関係に入ったときを含みます。）
● �65歳未満で退職共済年金または老齢厚生年金（公務員厚年）を受給している方が、雇用保険法
による失業給付の申込みをしたとき（※）や高年齢雇用継続給付を受けるとき

　�（※）65歳未満で失業給付を受けると、退職共済年金（職域年金相当分は除く）や老齢厚生年金は、
その全額が支給停止になります。
● 加給年金額の対象となっている方に、離婚・養子縁組・死亡等の異動があったとき
● �加給年金額の対象となっている配偶者（厚生年金加入期間20年以上）が、新たに年金を受給す
ることになったとき（国民年金の老齢基礎年金を受給する場合を除きます。）

● �障害共済年金もしくは障害厚生年金の障害等級が１級・２級の方が、新たに加給年金額対象者
に該当する配偶者や子を有したとき

◆ 介護施設等に移られるなどで、住民票上の住居を不在にされる場合は、郵便局へ転送届をご提出ください。

共済組合ホームページ　　　Ｑ＆Ａ　年金情報　保養施設案内等

インターネットＵＲＬは、

共済組合年金課からのお願い

こんなときは必ずご連絡ください！（0570）03－4165
受付時間　平日8時30分から17時30分まで

ねんきんだより　Ｎo.142　令和７年５月31日発行　登録番号(６)　１3
東京都職員共済組合事務局年金保険部　〒163-8001東京都新宿区西新宿2-8ｰ1都庁第一本庁舎北塔39階　

0570- 03-4165【ナビダイヤル】受付時間　平日８時30分から17時30分まで
印刷所 / 株式会社アイネット


